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第１章 実施協議調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯 

 第二次事前評価調査の終了後、JICA 内部において事前評価表の決裁等の必要な手続

きを実施し、討議議事録（Record of Discussion：R/D）を署名するための準備が全て整

ったことから、実施協議調査団を派遣することとした。  

 
１－２ 調査団派遣の目的 

 先方実施機関とプロジェクト実施のための最終的な協議を行い、R/D を作成し、署

名・交換を行う。  

 
１－３ 調査団の構成 

担当分野  氏 名  所  属  
団長／総括  土居 邦弘  

 
JICA 農村開発部  技術審議役  

協力計画  泉 太郎  JICA 農村開発部  第一グループ  
水田地帯第三チーム  主任  

 

１－４ 調査日程 

 2007年2月5日（月）～2月8日（木）  
日  
順  月日  曜  

日  
時  
間  調査行程  宿泊  

1 2 月 5 日  月  AM 
PM 

成田→北京（ JL781）  
JICA 中国事務所打合せ  

北京  

2 2 月 6 日  火   R/D 協議  北京  
3 2 月 7 日  水  AM 

PM 
R/D 署名  
在中国日本国大使館及び JICA 中国事務所報告  

北京  

4 2 月 8 日  木   北京→成田（ JL780）   
JL：日本航空  
 

１－５ 主要面談者 

＜中国側関係者＞ 

(1) 科学技術部 

   李 勇生     日中技術合作事務中心 主任 

 

(2) 水利部 

   高 波      国際合作与科技司 司長 

   李 代鑫     農村水利司 司長 

   李 戈      国際合作与科技司 国際合作処 処長 

   呉 濃娣     国際合作与科技司 国際合作処 副処長 

   潘 雲生     農村水利司 農水処 副処長 

   王 軍濤     国際合作与科技司 国際合作処 項目官員 

  



 166

(3) 中国灌漑排水発展センター 

   李 仰斌     主任 

   顧 宇平     副主任 

   王 彦軍     対外合作処 処長 

   張 玉欣     節水灌漑処 副処長  

   陸 文紅     対外合作処 高級工程師 

   徐 成波     対外合作処 高級工程師 

   高 虹      対外合作処 高級工程師  

   熊 徳才     対外合作処 職員 

 

＜日本側関係者＞ 

(1) 在中国日本国大使館 

   中藤 直孝    一等書記官 

 

(2) JICA 中国事務所 

   古賀 重成    所長 

   渡辺 雅人    次長 

   西村 暢子    所員 

   平野 貴寛    企画調査員 
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第２章 協議結果 

 

２－１ PDM 

 第二次事前評価調査の際に確認した PDM（案）の内容を次のとおり一部変更するこ

ととした。  

変更箇所  第二次  
事前評価調査時  

R/D 署名時  変更理由  

成果 3 「整備計画」策定手

法 を 普 及 す る た め

の 研 修 コ ン テ ン ツ

が完成し、「保障計

画」の重点対象地の

技 術 者 を 対 象 と し

た研修が開始する。

「整備計画」策定手

法 を 普 及 す る た め

の 研 修 コ ン テ ン ツ

が完成し、「保障計

画」の重点対象地の

技 術 者 を 対 象 と し

た 研 修 が 開 始 さ れ

る。  

成 果 は 達 成 さ れ た

状 態 を 示 す 文 章 で

表 す 必 要 が あ る こ

とから、修正した。

活動 2-7 モ デ ル 地 区 に お い

て、「整備計画」を

検 証 す る た め の 営

農を行う。  

JICA が実施する関

連 プ ロ ジ ェ ク ト と

も連携し、モデル地

区において、「整備

計画」を検証するた

めの営農を行う。  

本 プ ロ ジ ェ ク ト で

は、営農の部分への

投 入 が 必 ず し も 十

分でないことから、

関 連 プ ロ ジ ェ ク ト

と の 連 携 に よ り 補

う こ と を 明 確 に す

るため、追加した。

活動 3-4 適宜、研修結果を評

価し、研修計画、研

修 マ ニ ュ ア ル の 見

直しを行う。  

研修結果を評価し、

研修計画、研修マニ

ュ ア ル の 見 直 し を

行う。  

不 要 な 表 現 を 削 除

した。  

成果 1 の指標  1-1 「整備計画」策

定 マ ニ ュ ア ル 編 成

委 員 会 が 計 画 さ れ

た活動を完了する。

削除  プ ロ ジ ェ ク ト の 活

動 と し て 当 然 実 施

すべきことなので、

削除した。  
3-1  研修計画の内

容 が 一 定 レ ベ ル に

到達する。  

3-1  必要な内容を

備 え た 研 修 コ ン テ

ンツが完成する。  

用語を「研修コンテ

ンツ」に統一し、成

果 1 の指標の表現に

合わせるため、修正

した。  

成果 3 の指標  

3-2  研修マニュア

ル の 完 成 度 が 一 定

レベルに到達する。

3-2  研修コンテン

ツ の 完 成 度 が 一 定

レベルに到達する。

用語を「研修コンテ

ンツ」に統一するた

め、修正した。  
成果 1 の指標入手手

段  
1-1  プロジェクト

活 動 計 画 と 記 録 の

差異  

削除  指 標 を 削 除 し た こ

と に 伴 い 、 削 除 し

た。  
3-1  完成された研

修計画の内容  
3-1  完成された研

修 コ ン テ ン ツ の 内

容  

用語を「研修コンテ

ンツ」に統一するた

め、修正した。  

成果 3 の指標入手手

段  

3-2  完成された研

修 マ ニ ュ ア ル の 内

容  

削除  用語を「研修コンテ

ンツ」に統一したこ

と に よ り 、 削 除 し

た。  
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プ ロ ジ ェ ク ト 目 標

の外部条件  
水 利 部 が 重 点 対 象

地 の 関 係 技 術 者 に

対する研修を行う。

水 利 部 が 本 プ ロ ジ

ェ ク ト で 研 修 を 受

け た 技 術 者 以 外 の

重 点 対 象 地 の 関 係

技 術 者 に 対 す る 研

修を行う。  

重 点 対 象 地 の 関 係

技術者の中には、本

プ ロ ジ ェ ク ト で 研

修 を 受 け る 者 も 含

まれることから、補

足説明を追加した。

活動の外部条件  モ デ ル 地 区 の 農 牧

民 が 研 修 に 参 加 す

る。  

削除  プ ロ ジ ェ ク ト で コ

ン ト ロ ー ル し 得 る

要 因 で あ る こ と か

ら、削除した。  
 

２－２ その他の協議事項 

(1) プロジェクトの活動地 

     本プロジェクトの活動地は、中国灌漑排水発展センター（北京）、内モンゴル自

治区（杭錦旗）、新疆ウイグル自治区（木垒県）及びその他プロジェクトの目的達

成上、必要とされる地であることを確認した。また、モデル地区は、①内モンゴ

ル自治区  鄂尓多斯市  杭錦旗、②新疆ウイグル自治区  昌吉回族自治州  木垒県で

あることを確認した。  
 

(2) C/P 

     中国側から、C/P の配置案が提出された。  
 

(3) 供与機材 

     日本人専門家の派遣前に JICA が供与する機材については、中国側が適切に管

理することを確認した。  

 
(4) 環境影響評価 

     本プロジェクトにおける環境影響評価については、中国側が責任を負うことを

確認した。また、ここでの「環境」とは、自然環境のみならず、受益者である農

牧民への影響等の社会環境も含むことを確認した。   

 

(5) 執務室 

     中国側が中国灌漑排水発展センター内に日本人専門家のための執務室を本プロ

ジェクト開始までに使用可能な状態に準備すること、また、モデル地区水利局に

おける執務室についても同様な状態に準備することを確認した。  

 

(6) その他 

     中国側は、2007 年 2 月末までに日本人長期専門家 3 名分の A1 フォーム（期間

を 2007 年 6 月から 4 年間と明記）を JICA 中国事務所に提出する旨表明した。ま

た、プロジェクト初年度の A2、A3 及び A4 フォームについては、可能な限り早

期に JICA 中国事務所に提出する旨表明した。  
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２－３ 団長書簡 

 第二次事前評価調査の際に、中国側から確認の要望があった「モデル地区における

専門家の招聘、機材の供与及び活動計画の策定・実施に際しては、自治区関係機関と

直接やりとりをするのではなく、必ず中央（水利部、中国灌漑排水発展センター）の

承認を得る必要がある」という点については、日本国側から団長書簡（付属資料 V－3）

を提出した。  
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付 属 資 料 

 

 

   V－1 R/D（2007 年 2 月 7 日署名、和文・中文）  

 

   V－2 ミニッツ（2007 年 2 月 7 日署名、和文・中文）  

 

   V－3 団長書簡  
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